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第 1  　教職員は、研究の実施、研究費の使用に当たり、関連の法令、通知及び本学諸規程等を遵守しなければならない。
第 2  　研究者は、自らの研究の立案、計画、申請、実施及び報告等の過程において、誠実に行動する。また、研究デー
タや資料等の適切な管理及び保存をルールに従って徹底し、捏造、改ざん、盗用等の不正行為を行わない。
第 3  　研究者は、研究の過程で入手した他者の個人情報の保護に努め、適正に取り扱う。また、他者の知的財産権に係
るものに関しては、これを尊重し、守秘義務を遵守する。
第 4  　研究者は、教育、研究活動において、人種、性別、地位、思想、信条、宗教等により個人を差別せず、公平に対
応し、個人の自由と人格を尊重する。また、研究上の立場を利用したハラスメントを行ってはならない。
第 5  　研究者は、自らの研究、審査、評価等において、個人と所属機関又は異なる組織間の利益の相反に十分な注意を
払い、公共性に配慮しつつ適切に対応する。


























































































































































































































































































































































































































































　（ 1  ）ねつ造　存在しないデータ、研究結果等を作成すること
　（ 2  ）改ざん　研究資料・機器・過程を変更する操作を行い、データ、研究活動によって得られた結果等を真正でな
いものに加工すること
　（ 3  ）盗用　他の研究者のアイディア、分析・解析方法、データ、研究結果、論文又は用語を当該研究者の了解又は
適正な表示なく流用すること


























































第 8 条　委員会は、次の各号に掲げる職務を行う。 
　（ 1 ） 公正な研究活動の推進に係る啓発活動に関すること
　（ 2 ） 公正な研究活動の推進に係る情報収集及び周知に関すること
　（ 3 ） 研究者等の不正行為に関する申立ての受付、調査及び認定に関し必要な事項を定めること















3 　第 1 項の申立ては、原則として、不正行為への関与が疑われる研究者・グループ、不正行為の態様等、事案の内容
を明示し、かつ不正と思料する合理的な理由を示して行うものとする。 
4 　第 1 項の申立てがあった場合には、当該窓口は、速やかにその内容を委員会の委員長に報告しなければならない。
前条の情報提供があったときも同様とする。 










































があると認めたときを、第 5 項における申立て受理の日とする。 
2 　委員会は、第11条第 6 項に該当する場合等申立てがない場合であっても、調査の必要があると認めたときは、最も
関連する部局の長に対し、予備調査及び適切な対応を指示することができる。この場合において、調査の必要がある
と認めたときを、第 5 項における申立て受理の日とする。 
3 　委員会は、不正行為以外の不正行為の疑いに関する申立て又は相談があったときは、必要に応じて、予備調査及び
適切な対応を指示することができる。 


















　（ 1 ） 第 7 条第 2 項第 2 号に掲げる者のうちから委員会において選出された者　 1 名 
　（ 2 ） 予備調査を実施した部局から選出された者　 1 名以上 
　（ 3 ） 学外有識者　若干名 
3 　前項第 3 号の委員の数は、調査委員会の委員の総数の半数以上でなければならない。


















2 　前項の認定は、原則として第11条第 4 項の申立ての報告を受けた日から180日以内に行うものとする。 
3 　委員会は、申立てが悪意に基づくものであると判断したときは、その旨の認定を行うものとする。 
4 　前項の認定を行うに当たっては、申立者に対し、書面又は口頭による弁明の機会を与えなければならない。 
5 　委員会は、第 1 項又は第 3 項の認定を行ったときは、直ちに、その内容を関連する部局の長に報告しなければなら
ない。 







3 　委員会は、前 2 項の異議申立てについて再調査が必要であると認めたときは、調査委員会に対し、再調査の実施を
指示するものとする。この場合において、必要に応じて調査委員を交代させることができる。 
4 　委員会は、第 1 項の異議申立てがあったときは、申立者に通知するものとする。 
5 　学長は、当該異議申立てが不正行為を行った旨の認定に対するものであるときは、配分機関及び文部科学省に報告
するものとする。 

































　（ 2 ） 研究組織、研究環境及び研究指導体制の問題点の見直し 
















　この規程は、2013年 6 月24日から施行し、2013年 4 月 1 日から適用する。
　　附　則
　この規程の一部改正は、2014年 1 月27日から施行し、2013年 4 月 1 日に遡及適用する。但し、第 5 条については2014











第 2 条　部局の長は、内規第11条第 1 項の規定による不正行為に関する調査の申立てがあった場合において必要がある








（ 2 ）データ等の各種資料の精査 
（ 3 ）研究報告の原稿又は発表記録等の精査 
（ 4 ）対象となる研究資金の精査 
（ 5 ）予備調査記録の作成 
（ 6 ）その他適正な調査のため必要な方法 
（予備調査を行う者から除外する者） 











（ 1 ）予備調査を実施した者の職名及び氏名 
（ 2 ）調査方法及び手順 
（ 3 ）調査の概要及び結果（関係者の証言要約、対象研究者の弁明、不正行為の具体的な内容等） 
（ 4 ）対象となる研究資金 
（ 5 ）調査を踏まえた部局としての結論と判断理由 





（ 1 ）予備調査結果報告書の精査 



































2 　この内規において「研究者等」とは、原内規第 2 条第 4 項に定める研究者等をいう。 
3 　この内規において「部局長」とは、原内規第 2 条第 5 項に定める部局の長をいう。 
（研究データの保存）






第 5 条 研究データの保存期間は、以下を基準とし、詳細については、研究データの性質及び研究分野の特性に応じて
各部局において定める。ただし、研究者等がこれらの保存期間を超えて保存することを妨げない。 
　（ 1  ）第 3 条のアについては、原則として、当該論文等の成果発表後、10年間とする。ただし、保管スペースの制約
など止むを得ない事情がある場合には、合理的な範囲で廃棄することも可能とする。 
　（ 2  ）第 3 条のイ及びウについては、原則として、当該論文等の成果発表後、 5 年間とする。ただし、保存・保管が
本質的に困難なものや、保存に多大なコストがかかるものについてはこの限りでない。 
　（ 3  ）法令等に別に保存期間に関する定めがある場合はそれに従う。 










































































3 　学長は、第 1 項により委任を受けた競争的資金等の管理を、第 4 条第 2 項に規定する者に行わせるものとする。
4 　競争的資金等は本学名義の預金口座に預金し、その資金を適正に管理する。なおこの預金に対する利息については
大学に帰属する。











































































































　この規程は、2013年 6 月24日から施行し、2013年 4 月 1 日から適用する。
　　附　則
　この規程の一部改正は、2014年 1 月27日から施行し、2013年 4 月 1 日に遡及適用する。但し、第 5 条については2014
























































































































































































































モニタリング ・  日常的なチェック体制や内部監査
が機能していない。
・  研究者が「競争的資金等の執行状
況等を、常に誰かにチェックされ
ている」と感じるか、「誰にも見
られていない」と認識しているか
で、不正発生リスクは大きく異な
る。
・  「誰にも見られていない」という
状態は、不正はもちろんのこと、
ルールの誤解に基づく不適切使用
や「適切でない使用」につながる。
［計画］
・  日常的な観察（モニタリング）と一定期間の執行状
況に関するチェック（内部監査）を併用。そのため
の体制の整備。
・  実施したモニタリングの結果を関係部署で共有し、
日常業務における公的資金等の適正執行への取組に
フィードバック。
・  監査実施部門と監事との連携強化。
［取組］
・  モニタリング：コンプライアンス推進責任者が、各
所管内容について調査・分析を行い、情報を共有。
・  内部監査：内部監査体制を確立し、監査室・経理部・
学術支援部の監査チームによる目的、権限、監査報
告の方法等を明確にする。
・  通常監査：公的資金等について、交付を受けている
研究課題の会計書類等のチェックを定期的に行う。
・  臨時監査：通常監査のうち、必要に応じて備品の現
物確認の他、業者に対して取引実態の確認も実施。
・  ガイドラインへの対応状況や競争的資金等の内部監
査結果について、監事と情報を共有する。
